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(1)液状化による戸建て住宅の被害のパターン

４．液状化による戸建て住宅のめり込み沈下や
傾斜のメカニズム
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４１

(2)めり込み沈下が生じるメカニズムに関する大型振動台実験例

（住友林業提供）

（建築研究所の大型振動台を用いて住友林業で行われた実験）
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建物のめり込み沈下およ
び過剰間隙水圧の時刻歴

(1) 建物から離れた地盤での過剰間隙水圧比

(2) 建物直下の地盤での過剰間隙水圧比
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(3) 建物のめり込み沈下量
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建物のめり込み
沈下と地表面の
沈下の時間経過

めり込み沈下、盛上り、噴水の写真
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D: 加振終了
E: 建物際から噴水発生
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(3)振動台実験や地震時の動画などから考察される液状化に
よる建物のめり込み沈下や傾斜発生のメカニズム

（1）噴水や噴砂が発生してできた穴に落ち込んで建物がめり込み沈下す
るのではなく、液状化によって軟化（せん断剛性が急減）した地盤に建
物の荷重によりめり込んで沈下する。その際建物下の地盤を横方向に押
しのけるため、建物周囲の地表面が少し盛り上がる。
（2）液状化層からの間隙水の絞りだしおよびそれに伴う体積圧縮はゆっ
くりと生じるため、地表面の沈下もゆっくり生じる。

液状化し易い層

地表面

P

地震

液状化発生

地表面

P

沈下

液状化および締まった層

地盤の沈下量 建物のめり込
み沈下量

地表面
傾斜角

P

総沈下量

傾斜

P
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浦安、地震発生12日後

2棟の傾斜例

近接している
住宅同士が
傾斜に与える
影響の事例 (a)1棟独立 （ｂ）2棟が近接 (c)4棟が近接

傾く方向

(4)建物の傾斜が生じる主要なメカニズム
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4棟の傾斜例
（浦安）
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斜角の関係に与える地
下水位の影響に関する
残留変形解析
“ALID”での解析例

48

東日本大震災の約2か月後に内閣府から出された被害判定基準

傾いた家の中で生活するとめまいや吐き気などの障害が生じる

49

液状化により少し傾くだけで生活
できなくなり、被災後に持ち上げ
て水平化する沈下修正が必要（沈
下修正だけで300万円～400万円程
度必要、他に外構などと修復費も
必要）。

分類 全壊 大規模半壊 半壊 一部損壊

判定基準

傾斜角

> 50/1000 16.7/1000 ～
50/1000

10/1000 ～
16.7/1000

<10/1000

沈下量 床上1mまで 床まで
基礎の天端
25cmまで

復旧にあたってジャッキで
家を持ち上げている事例

（5）傾斜やめり込み沈下による被害



6

東日本大震災では集合住宅、高架
橋などの杭基礎にほとんど被害は
生じなかった。

阪神・淡路大震災ではビル、タンク，橋
脚等の杭基礎が甚大な被害を受けた。

（6）杭基礎の集合住宅では

50

浦安市

ただし、段差やライフラインの被害
は発生して集合住宅内での生活も
一時困難になった

強い地震動では液状化により杭基
礎の集合住宅も被災する危険性は
あるかも。
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FL：繰返しせん断抵抗率(液状化に対する安全率) =R/L
R：繰返しせん断強さ比(液状化強度比)
L：地震によって発生する繰返しせん断応力比

①既往のボーリングデータを用い、N値などから液状化判定を行う

51
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５．液状化により生じる戸建て住宅の沈下量と傾斜角の
推定方法

(1)地盤情報に基づく液状化の液状化危険度マップの作成方法

②その地点で液状化が構造物に与える影響を評価する指標として液状
化指数PLを求める

PL値を用いた構造物の被害の判断：
PL<5：液状化による被害は受けない

と判断
PL>15：液状化による甚大な被害を受

けると判断
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𝑃 = 1 − 𝐹 ) 10 − 0.5𝑧 𝑑𝑧

ただし𝐹 > 1の場合は 1 − 𝐹 は0

岩崎敏男・龍岡文夫・常田賢一・安田進：砂
質地盤の地震時流動化の簡易判定法と適用例、
第5回日本地震工学シンポジウム、pp.120-
126、1978.

一般の液状化ハザードマップの指標に多く用いられてきた。
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2011年東日本大震災で多く被災した戸建て住宅で検討したところ、PL

だけでなく表層の非液状化層厚H1も併せた方が被害を表せることが分
かった。

53

国土交通省で2021年2月に公表された
「リスクコミュニケーションを取る
ための液状化ハザードマップ作成の
手引き」における宅地の危険度マッ
プの作成はこの指標を採用

54

（国土交通省による）

2種類のマップの比較
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さいたま市防災カルテでは平成
26年にすでに宅地の液状化危険
度マップが作成されている。

液状化危険度分布図

宅地の液状化危険度マップ

PLだけ PLとH1による

56

液状化による地盤の軟
化を考慮した簡易沈下
量推定方法を提案
（具体的な方法は詳細
資料編）

(2)国交省の手引きにおける液状化によって戸建て住宅に生
じる沈下量・傾斜角の簡易推定方法

（国土交通省による）
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戸建て住宅のめり込み沈下や傾斜の簡易評価方法

「戸建て住宅のめり込み沈下や傾斜の簡易評価」は、地盤を弾性体
とみなし、建物荷重が作用している地盤が液状化した時の弾性沈下量
を“戸建て住宅のめり込み沈下量”として簡易的に評価するものであ
る。また、めり込み沈下量が大きいほど住宅の傾斜量も大きくなるこ
とから、過去の地震における液状化被害調査結果から、地盤が液状化
した際の“戸建て住宅の傾斜量”も推定可能となる。なお、本手引き
における「戸建て住宅のめり込み沈下の簡易評価」に係る基本的な作
業は、『日本建築学会：建築基礎構造設計指針（2019 改定）』に示さ
れる多層地盤の即時沈下量の算定方法を標準とする。

めり込み沈下量の算定

戸建て住宅のめり込み沈下量は、対象地点における地盤情報や建物情
報を基に、液状化安全率（FL）と液状化強度比（RL）に応じたせん断

剛性低下率から“液状化後地盤の弾性係数”を求め、『日本建築学
会：建築基礎構造設計指針（2019 改定）』に示されている多層地盤の
弾性沈下量の算定式に準拠し求める。

（国土交通省による）
57

① 多層地盤の弾性沈下量の算定式

（国土交通省による）

58
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② 液状化後地盤のせん断剛性低下率の設定

③ せん断剛性低下率の下限値の設定

住民や事業者の宅地液状化に対する
危機意識を高めるためにも、本手引き
では、沈下量がやや大きく算定される
『せん断剛性低下率の下限値：1/300』
により、戸建て住宅のめり込み沈下量
を算定することを標準とする。
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σ’C：有効平均主応力

せん断剛性低下率とFL,RL関係を導き出した経緯
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めり込み沈下
量から傾斜角
推定

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500

傾
斜

(1
/1

00
0)

平均めり込み沈下量(mm)

全壊・大規模半壊・半

壊
線形 (全壊・大規模半

壊・半壊)
線形 (6/1000)

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500

傾
斜

(1
/
1
00

0
)

平均めり込み沈下量(mm)

全壊・大規模半壊・半

壊
線形 (全壊・大規模半

壊・半壊)
線形 (6/1000)

平均めり込み沈下量(mm)

平均めり込み沈下量(mm)

傾
斜
角

(1
/1
00
0)

傾
斜

角
(
1
/
1
0
0
0
)

61

東日本大震災に
おけるめり込み
沈下量と傾斜角
の実測例

（「造成宅地の耐震対策に関す
る研究委員会報告書ー液状化か
ら戸建て住宅を守るための手引
きー（公社）地盤工学会関東支
部」より）

千葉市と習
志野市（住宅
が密集して
いる地区）の
データのみ

神栖市と潮来
市（住宅があ
まり密集して
いない地区）
のデータのみ

62

傾斜やめり込み沈下量による家屋の被災程度の判断
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スクリューウエイト貫入試験（SWS
試験、旧名称はスウェーデン式貫入
試験）による液状化簡易調査方法

試験機（自動式） 試験機（手動式）

試料採取装置例

地下水位測定装置例

SWS試験により液状化簡易調査を行う方法
に関する手引きを地盤工学会関東支部で
作成中（今年度中に公表予定）
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(1)東日本大震災前に「日本建築学会：小規模建築物基礎
設計の手引き（1988）に示されていた対策方法）

注：東日本大震災ではべた基
礎の建物で液状化により沈
下したものがあったので、べ
た基礎は液状化対策として十
分ではない場合もある。

64

６．戸建て住宅の液状化対策方法

65

(2)戸建て住宅に対する対策の考え方

（1）対策対象範囲の種類
①個々の住宅で対策を施す。
②市街地全体で対策を施す。

（2）対策の基本方針の種類
①全層の液状化の発生を防ぐ。
②下層が液状化しても、表層を改良するか地下水位を下げて
非液状化層厚を増してめり込み沈下量を軽減する。

③液状化の発生は許して杭基礎などの構造的な対策を施す。

（3）留意すべき戸建て住宅での制約条件
①敷地が狭いので大型の機械が用いられない。
②住宅地なので低振動・低騒音の工法しか使えない。
③費用を多くかけられない。
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地盤工学会浅層盤状改良による宅地の液状化対策研究委員会：浅層盤状改良によ
る宅地の液状化対策の合理的な設計方法の研究報告書，2012.

66

3ｍ程度以上
の厚さが必要

詳細な有効
応力解析
GEOASIAによ
る解析結果

(3)浅層盤状改良の厚さとめり込み地下量の関係に関する解析例

改良

戸建て住宅に適用できる具体的な工法
・静的締固め工法
・圧入締固め工法
・締固め用の既製杭

留意事項：盤状に改良する必要がある。

対策のメカニズム：改良部分の剛性により家のめり込み沈下を軽減する。

(4)新築の個々の戸建て住宅に対する対策案
（以下は地盤工学会関東支部造成宅地の耐震対策に関する研究委員会報告
書「液状化から戸建て住宅を守るための手引き」,2012.より抜粋）

戸建て住宅に適用できる具体的な工法
・セメント混合処理（表層改良）

留意事項：盤状に改良する必要がある。

液状化

0m

-1m

-8m
非液状化層または支持層

①地盤の盤状締固め

締固め

液状化

0m

-1m

-8m
非液状化層または支持層

②地盤の盤状固化

固化

67
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戸建て住宅に適用できる具体的な
工法
・鋼管杭
・木杭

留意事項：地盤は沈下するので杭
の抜けあがりに注意

対策のメカニズム：支持層の支持力で支持する。

戸建て住宅に適用できる具体的
な工法
・セメント混合処理

留意事項：支持層まで到達しな
いと対策効果はない。

液状化

0m

-1m

-8m

支持層

③既製杭支持

液状
化

0m

-1m

-8m

支持層

④地盤の柱状改良
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戸建て住宅に適用できる具体的な工法
・グラベルドレーン
・人工材料ドレーン

留意事項：過剰間隙水圧比が0.4程度以
下におさまるように、打設深さ・打設
ピッチを適切に設計する必要がある。

対策のメカニズム：液状化層からの過剰間隙水圧をドレーンで消散して
液状化発生を防ぐ。

対策のメカニズム：矢板などの壁を周囲の基礎に結合して締め切ること
によって，壁内部が液状化してもその部分が外に流動しないようにして，
めり込み沈下を軽減する。

戸建て住宅に適用できる具体的な工法
・矢板締切り
・ソイルセメント壁

留意事項：壁の深さの設計方法

液状化

0m

-1m

-8m
非液状化または支持層

⑤過剰間隙水圧消散

排水層

液状化

0m

-1m

-8m
非液状化層または支持層

⑥壁状締切り
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戸建て住宅に適用できる具体的な工法
・盛土
留意事項：盛土は良く締め固めて支持層
になるようにする必要がある。

対策のメカニズム：基礎下の不飽和の非液状化層を厚くすることにより，
下部が液状化しても剛性が保てるようにして沈下の軽減をはかる。

対策のメカニズム：表層を層状に改良した効果と先端の応力分散効果、
砕石によりめり込み沈下を軽減する。

戸建て住宅に適用できる具体的な工法
・こま型基礎
留意事項：阪神・淡路大震災や新潟県中
越沖地震、熊本地震では沈下しなかった
が，東日本大震災では少し沈下したため，
効果をさらに検討中。

液状化

0m

-1m

-8m
非液状化層または支持層

⑦かさ上げ盛土

かさ上げ

液状化

0m

-1m

-8m
非液状化，支持層

⑧こま型基礎

砕石

70

①建物直下の層状締固め

戸建て住宅に適用できる具体的な工法
・圧入締固め工法

留意事項：盤状に改良する必要がある。

(5)既存の個々の住宅に対する対策案

液状化

0m
-1m

-8m
非液状化または支持層

締固め

②建物直下の浸透固化

液状化

0m
-1m

-8m
非液状化，支持層

固化

戸建て住宅に適用できる具体的な工法
・薬液浸透固化処理工法

留意事項：盤状に改良する必要がある。
また、沈下修正の割裂注入の場合には
部分的に改良されるだけなので対策に
ならなく、浸透固化が良い
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③柱状改良

戸建て住宅に適用できる具体的な工法
・高圧噴射撹拌工法

留意事項：支持層まで到達しないと対
策効果はない。

液状化

0m
-1m

-8m
支持層

④地下水位低下

液状化

0m
-1m

-8m
非液状化，支持層

矢
板

井
戸

戸建て住宅に適用できる具体的な工法
・井戸による汲みあげ

留意事項：周囲への影響を防止するため
矢板が必要な場合がある。また、下層に
軟弱な粘土層がある場合には地盤沈下を
検討する必要がある。 72

⑤壁状締切り

戸建て住宅に適用できる具体的な工法
・矢板締切り
・ソイルセメント壁
・高圧噴射撹拌

留意事項：壁の深さの設計方法
液状化

0m
-1m

-8m
非液状化，支持層
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①既設住宅への圧入式締固め工法

(河野ら）

(6)東日本大震災後に検討、開発された個々の宅地の対策方法例

三信建設工業㈱

74

②新築の戸建て住宅用に小型化した砕石締固め・排水工法

㈱不動テトラ新設の住宅に適用した事例
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③新築・既設の戸建て住宅への矢板締切工法
住友林業㈱

液状化

非液状化

軽微な沈下

液状化しても外
に出ない

新設の住宅に適用した事例 既設の建物に適用した事例
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東日本大震災の半年後
に創設された市街地液
状化対策事業

地下水位低下工法

格子状地中壁工法
国土交通省都市局都市安全
課「市街地液状化対策推進
ガイダンス」
http://www.mlit.go.jp/toshi/t
oshi_tobou_fr_000005.html

（国土交通省による）

（1）東日本大震災で液状化した都市における復旧・復興で
行われた地区全体の対策

78

７．地区内の住宅・ライフライン・道路の全体を対策する方法

液状化
地点

利根川

: 市街地液状化対策事業および造成

宅地滑動崩落緊急対策事業で液状化
対策の適用が検討されてきた都市

:地下水位低下による対策が行われ
てた都市

事業を適用するにあたって実証実験など
で検討されてきた事項
1. 地下水位の低下量の設定方法
2. 地下水位の低下方法
3. 水位低下のための排水管や浅井戸の

設置間隔
4. 地下水位低下に伴う地盤の沈下量の

推定方法
5. 稼働中の排水量と維持管理方法

低下前地下水位

低下後地下水位

排水パイプ

A A
’

79
（液状化地点図は国交省と地盤工学会による）
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国土交通省で平成26 年3 月に出され
た市街地液状化対策推進ガイダンスに
基づいて設定

（国土交通省都市局都市安全課による）

1）地下水位の低下量の設定方法

80

（2）事業を実施するために検討
されてきた方法

東日本大震災で被災した浦安の2地区の宅地における地下水位の調査例

浦安市入船4丁目の地下水位分布

地下水位 (GL m)

大規模
半壊

半壊

一部
損壊

無被害

③建物の沈下量や傾斜角を直接推定
できる必要がある。

地下水位と住宅被害の関係
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地下水位を3m程度の深さまで下げておくとめり込み沈下し難いメカニズ
ムの概念図

➀開削工法で排水
管設置

➁推進工法で
排水管設置

➂浅井戸の設置

現場での実証実験方法および実施工での水位低下方法

2）地下水位の低下方法

83
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①当初は宅地内へも排水管を設置することを想定
②実証実験結果によると、40m程度離れた道路だけに設置する配置で宅地
内の地下水位も下がった。→宅地内への設置は不要になった。

-5

-4

-3

-2

-1

0
W2 W4W3

地表面

低下前の地下水位

水位低下開始20日後

120日後40日後 80日後
排水管

排水管

深さ
(m)

マンホール No.1 マンホール No.2

-1

0

-2

-3

-4

W2 W3 W4

39m
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3）水位低下のための排水管や浅井戸の設置間隔

4）地下水位低下に伴う地盤の沈下量
の推定方法

①従来の方法：大きな沈下量
②実証実験や詳細な地盤によって

得られた知見：沈下量は少ない
＜理由1＞間隙水圧の低下分布が仮定

と異なる
＜理由2＞表層が過圧密になっている

ことが多い

 

砂礫層

圧密沈下検
討対象層

圧力分布

砂礫層

圧密沈下検
討対象層

圧力分布
有効上載
圧増加分

地下水汲
みあげ

砂礫層

圧密沈下検
討対象層

圧力分布
有効上載
圧増加分

地下水汲
みあげ

地下水位低下による間隙水圧と有効上載圧の変化の推定違い

都市名

実験結果

期間 地表面沈
下量 (cm)

神栖市 60 日後 0.1 ～ 0.5

我孫子市 最終 約 5 

久喜市 30 年後 7.8 

地下水位低下前 低下後の推定値 低下後の実測値
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千葉市美浜区磯辺4丁目の集排水管位置と地下水位低下結果

0 100 (m)

集
排
水
管

対策後（2020年6月13日時点）
集排水管延長：2160m
宅地の標高：

T.P.+3.6～+3.8m

対策前（2018年9月3日時点）
宅地数：260宅地
宅地の標高：

T.P.+3.6～+3.8m

T.P.＋2.18m
G.L.-1.63m

T.P.＋2.13m
G.L.-1.41m

T.P.＋2.05m
G.L.-1.56m

T.P.＋1.88m
G.L.-1.57m

T.P.＋1.50m
G.L.-2.03m

T.P.＋1.6m

磯辺4丁目地区

:地下水位
:地表面標高
:間隙水圧 + 地表面標高

測定

: 止水矢板

すべての地点がCで
ないことを確認して
事業終了

（千葉市による）
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神栖市

千葉市と神栖市における排水管設置状況

千葉市

今後市街地で対策が施されるためには排水管設置方法の開発が大切

集排水管 集排水管

水位低下 水位低下

断面図

平面図

0 10 20 30

-3

-2

-1

0
浅井戸 浅井戸

矢板外地下水位

矢板内地下水位 矢板内地下水位

深さ(m)

矢板内地下水位

止水矢板 止水矢板

11m 11m12m

浅井戸方法地表からの推進工法

ご清聴ありがとうございました。


